
－1－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺環境と調和した工業集積地を目指して 

曽根町地区 地区計画の概要 

曽根町地区 地区計画の位置 
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大垣都市計画地区計画の決定（大垣市決定） 

 

都市計画 曽根町地区 地区計画を次のように決定する。 

名  称 曽根町地区 地区計画 

位  置 大垣市曽根町 2丁目の一部 

面  積 約 3.4ha 

区
域
の
整
備

・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

本地区は、大垣市の北端に位置する市街化調整区域内の工業集積

地であり、大垣市都市計画マスタープランにおいて、周辺環境の市

街化を誘発しないよう配慮しつつ、地区計画等の手法により工業系

土地利用を図る地区として位置づけられている。 

本計画は、本地区における無秩序な開発等による不良な街区環境

の形成を防止しつつ、周辺環境と調和した工業集積地としての街区

環境を維持することを目標とする。 

土地利用の方針 

建築物等の用途や壁面の位置等を制限することにより既存環境

を保全し、敷地面積の最低限度を制限することにより不良な街区環

境の形成を防止し、工業集積地として適正な土地利用を誘導する。 

建築物等の整備の

方針 

周辺環境と調和した工業集積地としての街区環境を維持するた

め、次の制限を定める。 

1 建築物の用途の制限 

2 建築物等の敷地面積の最低限度 

3 壁面の位置の制限 

4 建築物等の形態又は意匠の制限 

5 垣又はさくの構造の制限 

その他の整備方針 

1 当該敷地内に洪水調整池（区域の規模が 1ha未満の場合は 500

㎥/ha、1ha以上の場合は 800㎥/ha又は大垣市宅地開発指導要

綱による貯留量のいずれか大きい方）を事業者負担により整備

する。 

2 周辺環境と調和した街区環境を維持するため、建築物等の高さ

に配慮した建築計画とする。 

3 市道曽根北方 6号線以外からの自動車の乗り入れは、これを制

限する。 

 

１．曽根町地区の地区計画 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の用途

の制限 

 次に掲げる建築物とし、自己の業務の用に供するものとする。 

1 工場。ただし、廃棄物処理業の用に供するものを除く。 

2 倉庫。ただし、倉庫業を営む倉庫を除く。 

3 上記の付属建築物 

建築物等の敷地

面積の最低限度 
9,000㎡とする。 

壁面の位置の制

限 

建築物（門又は塀を除く。）の壁面の位置については、地区計画

区域の北側水路境界線までの距離を 8.5m 以上とし、その他の地区

計画区域外周部の道路境界線、水路境界線及び筆界線までの距離を

5m以上とする。ただし、軒の高さ 3m 以下の守衛室その他これに

類する建築物は除く。 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

建築物の形態及び意匠は、大垣市景観計画（平成 20 年大垣市告

示第 193号）を遵守し、農地等の周辺環境の保全、景観との調和に

配慮したものとする。 

垣又はさくの構

造の制限 

垣又はさくを設置する場合は次のとおりとする。 

1 生垣又は植栽を設置する場合は高さ 1.8m以下 

2 鉄柵等透視可能なものを設置する場合は高さ 1.8m以下 

3 ブロック等透視不可能なものを設置する場合は高さ 0.6m以下 

「区域は、計画図表示のとおり」 

 

理由 

 本地区における無秩序な開発等による不良な街区環境の形成を防止しつつ、周辺環境と調和した工業

集積地としての街区環境を維持するため、地区計画を決定する。 
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②②②②【建築物【建築物【建築物【建築物等等等等のののの敷地面積敷地面積敷地面積敷地面積のののの最低限度最低限度最低限度最低限度】】】】    

 建築物等の敷地面積の最低限度を 9,000㎡としています。 

 

 

③③③③【【【【壁面壁面壁面壁面のののの位置の制限位置の制限位置の制限位置の制限】】】】    

 周辺環境に配慮し、良好なまちの環境を守るため、建築物（門または塀を除く。）の壁

面の位置の制限を定めています。 

１． 北側水路境界線までの距離は８．５ｍ以上とし、その他の道路境界線、水路境界

線及び筆界線までの距離は５ｍ以上とする。ただし軒の高さ３ｍ以下の守衛室その

他これに類する建築物は除く。 

建築物等の建築物等の建築物等の建築物等の敷地の大き敷地の大き敷地の大き敷地の大き

ささささは、は、は、は、9999,000,000,000,000 ㎡以上㎡以上㎡以上㎡以上。。。。    

建築物等 

水路境界線 

壁面後退線 

①①①①【【【【建築物等の用途の制限建築物等の用途の制限建築物等の用途の制限建築物等の用途の制限】】】】    

 工業集積地として適正な土地利用を図るために、工業専用地域（都市計画法第８条）

における建築物等の用途の制限（建築基準法第４８条）を基に、自己の業務の用に供す

る建築物の制限を加えた規制を行います。 

 

２．地区整備計画 建築物等に関する事項の解説 

地区内には、住宅や店舗地区内には、住宅や店舗地区内には、住宅や店舗地区内には、住宅や店舗、学校、病院、学校、病院、学校、病院、学校、病院等は等は等は等は

基本的に建てられません。基本的に建てられません。基本的に建てられません。基本的に建てられません。    

5m 以上 

5m 以上 

5m 以上 

水
路
境
界
線 

8.5m 以上 水路境界線 

筆
界
線 

道
路
境
界
線 

水
路
境
界
線 
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④④④④【建築物【建築物【建築物【建築物等等等等のののの形態又は意匠の制限形態又は意匠の制限形態又は意匠の制限形態又は意匠の制限】】】】    

 周辺地域環境と調和した、良好なまちの環境を守るため、建築物等の形態・意匠の

制限を、以下の通り定めています。 

１． 建物の形態及び意匠は、大垣市景観計画（平成２０年大垣市告示第１９３号）

を遵守し、農地等の周辺環境との調和及び景観に配慮したものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大垣市景観計画 （抜粋：市内全域における行為の制限） 
 

色彩 
・ マンセル表色系による外観の色彩は、明度２以上かつ彩度８未満とす

る。（※一部例外あり。） 

形態・意匠 

・ 周辺景観との調和に配慮し、全体的にまとまりのある形態とする。 

・ 屋上設備は、目立たない位置に設け、建築物本体及び周辺景観との調和

に配慮する。 

・ 屋上工作物は、建築物本体と調和を図るとともに、スカイラインに与え

る影響を軽減させるよう、すっきりとした形態とする。 

 

⑤⑤⑤⑤【【【【垣又はさくの構造の制限垣又はさくの構造の制限垣又はさくの構造の制限垣又はさくの構造の制限】】】】    

 周辺環境への配慮と、震災等への対策から、垣又はさく（門を除く。）を設置する際に

は以下の通りとするよう制限を定めています。 

１．高さ１．８ｍ以下の生垣又は植栽 

２．高さ１．８ｍ以下の透視可能な鉄柵やフェンス 

３．ブロック等の透視不可能なものを設置する場合は高さ０．６ｍ以下 

フェンス 
生け垣 

0.6m 

1.8m 

0.6m 

1.8m 
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⑥⑥⑥⑥【【【【その他の整備方針その他の整備方針その他の整備方針その他の整備方針】】】】    

１． 当該敷地内に洪水調整池（区域の規模が１ｈａ未満の場合は５００㎥／ｈａ、

１ｈａ以上の場合は８００㎥／ｈａ又は大垣市宅地開発指導要綱による貯留量

のいずれか大きい方）を事業者負担により整備する。 

２． 周辺環境と調和した街区環境を維持するため、建築物等の高さに配慮した建築

計画とする。 

３． 市道曽根北方６号線以外からの自動車の乗り入れは、これを制限する。 
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地区計画の運用 

 地区計画に適合しているかどうかのチェックなどの地区計画の運用は、大垣市で行います。 

 地区計画の内容に適合したまちづくりを進めていく際に、建築物等を建てる場合には工事着手の３０日工事着手の３０日工事着手の３０日工事着手の３０日

前までに市へ「届出」が必要となります。前までに市へ「届出」が必要となります。前までに市へ「届出」が必要となります。前までに市へ「届出」が必要となります。 

 届け出られた内容が地区計画の内容に適合していない場合には、設計変更など地区計画に適合したもの

に改めるように市は「勧告」することができます。 

 このようなことにならないように、「届出」を提出される前に、入念な「事前相談」が重要となります。

地区計画を運用していくための流れを下記に示します。 

お問い合わせ先 
地区計画の内容について、ご不明な点等がございましたら、下記の窓口へお問い合わせ下さい。 

 

大垣市役所 市街地整備課 
〒503-8601 大垣市丸の内 2丁目 29 番地 TEL 0584-47-8406 FAX 0584-81-4869 

 地区計画に伴う手続き 

（都市計画法第 58条の 2） 

事前相談 

地区計画による届出 

届出書の審査 

適 合 

設 計 

変更等 

不適合 勧 告 

適合確認書 

建築確認申請 

工事着手 

発行：平成 31 年 4 月 


